平成　　年度横浜市知的財産活用促進事業
実施計画書
１　申請者の概要

	会社名


	

	代表者名
	

	所在地


	

	資本金


	百万円
	設立年月日

（又は予定年月日）
	　　年　　月　　日

	従業員数
	名
	業　　種
	

	事業内容

及び組織

（※）
	（事業内容）

（組織図）

	連絡先担当者名
	

	
	電話・FAX
	電話：　　　　　　　　　　FAX：

	
	E-mail
	

	
	HPｱﾄﾞﾚｽ
	http://


※事業内容、組織は会社案内等の添付により省略可。
２　実施事業の概要

	実施目的
	

	実施予定

事業内容

※上段にチェックを入れ、下段に具体的内容を記載

※該当するもの全てにチェックしてください
	＜実施予定事業＞

① 知的財産戦略の策定

□ 知的財産診断　　□ 知的財産を活用した事業計画書作成

□ 知的財産侵害予防対策　　
□ 知的財産の流通
② 知的財産に係る調査・分析

□ 研究開発時調査・分析　　□ 特許登録可能性調査・検討

□ 知的財産の応用分野の調査・分析　

□ その他知的財産に関する調査・分析

③ 知的財産に係る評価

□ 知的財産価値評価　　□ 知的財産経済的価値評価

④ 知的財産に関する管理・運営体制の整備

□ 職務発明規定作成・整備　　□ 知的財産の棚卸し

□ 発明届出・審査システムの整備

	
	＜事業の具体的内容＞




	過年度申請内容との相違点

※過年度、本助成金の交付を受けた方は必ず記入してください。
	＜相違点が分かるよう、詳しく記入してください。＞

	他の助成金の申請内容との相違点
※当年度及び過年度、他の助成金へ申請中又は交付を受けた方は必ず記入してください。
	＜相違点が分かるよう、詳しく記入してください。＞

	経費の内訳

※助成金の交付対象となる経費の内訳を記入してください。
	

	本事業の

委託先
	事業者名：

住　　所：

担 当 者：

電　　話：

	（注１）国内消費税は対象外とする。

（注２）知財関係事業者に対する顧問料は、対象外とする。

（注３）官公庁等の手続及び書類作成、個別具体的な案件に関する訴訟・トラブル対応に係る費用は対象外とする。
（注４）他の機関又は制度から同種の助成を受けているものについては、対象外とする。


第３号様式（第８条関係）
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